
愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第１０章 その他医療を提供する体制の確保に関し必要な事項 

第１節 病診連携等推進事業 
 【現状と課題】                  

第１０章 その他医療を提供する体制の確保に関し必要な事項 

第１節 病診連携等推進事業 
 【現状と課題】       

 現  状  
１ 医療機関相互の連携 
○ 軽症患者も病院を受診することで、
患者にとって待ち時間が長くなるとと
もに、病院勤務医への負担となってい
ます。 
○ 多くの病院、診療所は、患者の症状
に応じて他の医療機関に紹介・転送し
ています。 
○ 患者の紹介・転送に伴う診療情報の
提供もほとんどの場合実施されていま
す。 

２ 病診連携システムの現状 
○ 医療機能情報公表システム（令和2 
(2020)年度調査）によると、地域医療
連携体制に関する窓口を実施している
病院は240病院となっています。（表10-
1-1） 
○ 愛知県医師会、地区医師会では、地
域医療支援病院を始めとする医療機関
との関わりを通じ、病診連携の支援を
行っています。 

３ 地域医療支援病院 
○ 医療圏における病診連携システムの中
心となる地域医療支援病院は、本県で
は 28 病院です。（第 3部第 1 章第 3 節
参照） 

 課  題 

○ いつでも、だれもが症状
に応じた適切な医療を受け
るためには、患者紹介シス
テムを確立する必要があり
ます。 
○ 医療機関相互の連携を推
進するためには、患者紹介
システムが重要ですが、実
効的なシステムとするため
には逆紹介（病院の退院患
者を地域の診療所へ紹介す
ること）を確立する必要が
あります。 

○ 患者の必要とする医療情
報についても整備していく
必要があります。 

○ 病診連携の推進のために
は、患者紹介のほか病院の入
院部門の開放化、高度医療機
器の共同利用などの病院の開
放化を進める必要がありま
す。

 現  状  
１ 医療機関相互の連携 
○ 軽症患者も病院を受診することで、
患者にとって待ち時間が長くなるとと
もに、病院勤務医への負担となってい
ます。 
○ 多くの病院、診療所は、患者の症状に
応じて他の医療機関に紹介・転送して
います。 
○ 患者の紹介・転送に伴う診療情報の
提供もほとんどの場合実施されていま
す。 

２ 病診連携システムの現状 
○ 医療機能情報公表システム（平成
28(2016)年度調査）によると、地域医療
連携体制に関する窓口を実施している
病院は230病院となっています。（表10-
1-1） 
○ 愛知県医師会、地区医師会では、地域
医療支援病院を始めとする医療機関と
の関わりを通じ、病診連携の支援を行
っています。 

３ 地域医療支援病院 
○ 医療圏における病診連携システムの
中心となる地域医療支援病院は、本県
では24病院です。（第3部第1章第3節参
照） 

 課  題 

○ いつでも、だれもが症状
に応じた適切な医療を受け
るためには、患者紹介シス
テムを確立する必要があり
ます。 
○ 医療機関相互の連携を推
進するためには、患者紹介
システムが重要ですが、実
効的なシステムとするため
には逆紹介（病院の退院患
者を地域の診療所へ紹介す
ること）を確立する必要が
あります。 

○ 患者の必要とする医療情
報についても整備していく
必要があります。 

○ 病診連携の推進のために
は、患者紹介のほか病院の入
院部門の開放化、高度医療機
器の共同利用などの病院の開
放化を進める必要がありま
す。

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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【今後の方策】 
○ 医療機関の機能分化と相互連携を推進するため、病診連携システム
の整備を推進します。 
○ 患者紹介・逆紹介のシステム化や病院施設・設備の開放・共同利用な
ど、地域の医療機関が連携する仕組みづくりを推進します。 

【今後の方策】 
○ 医療機関の機能分化と相互連携を推進するため、病診連携システム
の整備を推進します。 
○ 患者紹介・逆紹介のシステム化や病院施設・設備の開放・共同利用な
ど、地域の医療機関が連携する仕組みづくりを推進します。 
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第２節 高齢者保健医療福祉対策 
 【現状と課題】                  

第２節 高齢者保健医療福祉対策 
 【現状と課題】       

 現  状 
１ 介護保険事業の状況 
○ いわゆる団塊の世代が 75 歳以上と
なる令和 7(2025)年に向けて、高齢者
が地域で自立した生活を営めるよう、
医療、介護、予防、住まい、生活支援サ
ービスが切れ目なく提供される「地域
包括ケアシステム」の実現に向けた取
組を進めています。 

○ 平成 18(2006)年度から、県内全市町
村において地域包括支援センターが
設置され、予防給付、地域支援事業が
実施されています。 
 令和 2（2020）年 7 月 1 日現在の地
域包括支援センター数は 232 か所とな
っています。 

○ 「介護予防・日常生活支援総合事業」
が平成 29(2017)年４月から全市町村
において実施されており、市町村が中
心となって、地域の実情に応じた住民
等の多様な主体による多様なサービ
スを充実することにより、地域の支え
合い体制づくりを推進し、要支援者等
に対する効果的かつ効率的な支援を
実施できるよう、市町村職員や地域包
括支援センター職員等を対象に研修
等を実施しています。 

 課  題 

○ 「地域包括ケアシステム」
の構築に向けた市町村の取
組推進への支援が必要で
す。

○ 地域包括支援センター
は、地域住民の心身の健康
の保持及び生活の安定のた
めに必要な援助を行う中核
的機関であり、包括的支援
事業（介護予防ケアマネジ
メント、総合相談支援、権利
擁護、包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援）等を適切
に実施する必要がありま
す。

○住民等の多様な主体による
多様なサービスを充実する
ことが必要です。

 現  状 
１ 介護保険事業の状況 
○ いわゆる団塊の世代が 75 歳以上と
なる平成 37(2025)年に向けて、高齢者
が地域で自立した生活を営めるよう、
医療、介護、予防、住まい、生活支援サ
ービスが切れ目なく提供される「地域
包括ケアシステム」の実現に向けた取
組を進めています。 

○ 平成 18(2006)年度から、県内全市町
村において地域包括支援センターが設
置され、予防給付、地域支援事業が実
施されています。 
 平成29(2017)年６月１日現在の地域
包括支援センター数は 221 か所となっ
ています。 

○ 「介護予防・日常生活支援総合事業」
が平成 29(2017)年４月から全市町村
において実施されており、市町村が中
心となって、地域の実情に応じた住民
等の多様な主体による多様なサービス
を充実することにより、地域の支え合
い体制づくりを推進し、要支援者等に
対する効果的かつ効率的な支援を実施
できるよう、市町村職員や地域包括支
援センター職員等を対象に研修等を実
施しています。 

 課  題 

○ 「地域包括ケアシステム」
の構築に向けた市町村の取
組推進への支援が必要で
す。

○ 地域包括支援センター
は、地域住民の心身の健康
の保持及び生活の安定のた
めに必要な援助を行う中核
的機関であり、包括的支援
事業（介護予防ケアマネジ
メント、総合相談支援、権利
擁護、包括的・継続的ケアマ
ネジメント支援）等を適切
に実施する必要がありま
す。

○住民等の多様な主体による
多様なサービスを充実する
ことが必要です。

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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○ 地域密着型サービスの利用者は、居
宅及び施設サービスの利用者に比べ
高い伸びを示しています。（表 10-2-1）
なお、医療系サービスの訪問看護、

通所リハビリテーション、居宅療養管
理指導の利用状況は表 10-2-2 のとお
りです。 

○ 令和 2(2020)年 3 月の要支援、要介
護認定者数を平成12(2000)年4月と比
較すると、約 3.7 倍に増加しており、
特に軽度の要介護者の増加が著しく
なっています。（表 10-2-3） 

○ 愛知県高齢者健康福祉計画に基づ
く介護保険施設の整備目標及び整備
状況は表 10-2-4 のとおりです。 

２ 認知症施策の推進 
○ 今後の高齢社会の進展に伴って、我
が国の認知症高齢者の増加が見込まれ

○ 軽度の要介護者の増加が
著しいことから、介護予防
の推進により自立生活の維
持を図ると同時に、要介護
者の自立支援のため、地域
密着型サービスとの連携を
図る必要があります。

○ 介護保険施設の整備につ
いては施設相互の均衡を図
りながら、老人福祉圏域ご
とに計画的に行う必要があ
ります。

○ 介護保険施設の整備に
ついては、ユニットケアを
特徴とする個室化を図り、
在宅では対応が困難な要
介護度の高い方の利用を
重点的に進めていく必要
があります。 
また、地域密着型サービ

スともバランスをとりなが
ら計画的に整備していく必
要があります。 

○ 介護療養型医療施設に
ついては、入院している方
が困ることがないよう円
滑な介護保険施設等への
転換について、支援する必
要があります。

○ 愛知県高齢者健康福祉計
画の令和元 (2019)年度の
実施状況では、地域密着型
サービスの利用が認知症関
係サービスを除き低調とな
っており、利用促進を図る
必要があります。 

○ 認知症の人の意思が尊重
され、できる限り住み慣れ

○ 介護保険制度の導入当初を除き、居
宅サービスの利用者は、施設サービス
の利用者に比べ高い伸びを示していま
す。（表 10-2-1） 
なお、医療系サービスの訪問看護、

通所リハビリテーション、居宅療養管
理指導の利用状況は表 10-2-2 のとお
りです。 

○ 平成 29(2017)年 3月の要支援、要介
護認定者数を平成12(2000)年4月と比
較すると、約 3.4 倍に増加しており、
特に軽度の要介護者の増加が著しくな
っています。（表 10-2-3） 

○ 愛知県高齢者健康福祉計画に基づく
介護保険施設の整備目標及び整備状況
は表 10-2-4 のとおりです。 

２ 認知症対策 
○ 今後の高齢社会の進展に伴って、我
が国の認知症高齢者の増加が見込まれ

○ 軽度の要介護者の増加が
著しいことから、介護予防
の推進により自立生活の維
持を図ると同時に、要介護
者の自立支援のため、地域
密着型サービスとの連携を
図る必要があります。

○ 介護保険施設の整備につ
いては施設相互の均衡を図
りながら、老人福祉圏域ご
とに計画的に行う必要があ
ります。

○ 介護保険施設の整備に
ついては、ユニットケアを
特徴とする個室化を図り、
在宅では対応が困難な要
介護度の高い方の利用を
重点的に進めていく必要
があります。 
また、地域密着型サービ

スともバランスをとりなが
ら計画的に整備していく必
要があります。 

○ 介護療養型医療施設に
ついては、入院している方
が困ることがないよう円
滑な介護保険施設等への
転換について、支援する必
要があります。

○ 愛知県高齢者健康福祉計
画の平成26(2014)年度の実
施状況では、地域密着型サ
ービスの利用が認知症関係
サービスを除き低調となっ
ており、利用促進を図る必
要があります。 

○ 認知症の人の意思が尊重
され、できる限り住み慣れ
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ており、令和 7 (2025)年には最大で約
730 万人前後になると推計されていま
す。 

  なお、平成 27(2015)年における本県
の認知症高齢者は 27 万 7千人、令和 7 
(2025)年には、最大で 38 万 9 千人へ
と増加すると推計されています。 

○ 認知症の人を地域で支えるために、
認知症を正しく理解し、地域で認知症
の人やその家族を手助けする認知症サ
ポーターを養成しています。 

○ 認知症予防の取組として、認知症・
介護予防の普及啓発活動などを身近な
地域において行う「認知症予防リーダ
ー」を育成するための研修を実施して
います。 

○ 早期診断・早期対応を軸とした、認
知症の容態に応じた切れ目のない適
時・適切な医療･介護が提供されるよ
う、医師・歯科医師・薬剤師・看護職員
及び介護職員、認知症地域支援推進員
等への研修を実施しています。 

○ 市町村の認知症地域支援体制及び認
知症ケアに関する先進事例や好事例を
収集し、県内市町村への普及、また、研
修会の実施により認知症施策の全体的
な水準の向上を図っています。 

○ 若年性認知症の人やその家族等から
の相談に応じ、医療・福祉・就労等の総
合的な支援をするため、「愛知県若年性
認知症総合支援センター」を設置して
います。 

３ 高齢者虐待防止 
○ 市町村等が「高齢者の虐待防止、高
齢者の養護者に対する支援等に関する
法律（高齢者虐待防止法）」に基づき、
虐待を受けたあるいは受ける恐れのあ
る高齢者へ迅速かつ適切な対応、養護
者に対する支援、養介護施設等への指

た地域のよい環境で自分ら
しく暮らし続けることがで
きるよう、認知症高齢者等
にやさしい地域づくりを進
める必要があります。 

○ 地域や職域での認知症サ
ポーターの養成と活動を推
進し、認知症になっても安
心して暮らせる地域づくり
を進める必要があります。

○ 認知症の予防、早期発見・
早期対応及び認知症高齢者
に適したサービスの質の向
上、人材の養成等医療と介
護が一体となった支援体制
を構築していく必要があり
ます。

○ 認知症になっても住み慣
れた地域で生活を継続する
ために、市町村において医
療と介護の連携強化や地域
における支援体制の構築を
図ることが必要です。 

○ 若年性認知症の人は、就
労や生活費等の経済的問題
が大きいこと等から、居場
所づくり、就労・社会参加支
援等、様々な分野にわたる
支援を総合的に講じていく
必要があります。 

○ 高齢者虐待の予防と早期
対応を地域全体で取組み、
高齢者が尊厳を持ち日々暮
らせる地域となることが求
められています。

ており、平成 37(2025)年には約 700 万
人前後になると推計されています。 

  なお、平成 24(2012)年における本県
の認知症高齢者は 23 万 7 千人、平成
37(2025)年には、36万９千人から40万
人へと増加すると推計されています。

○ 認知症の人を地域で支えるために、
認知症を正しく理解し、地域で認知症
の人やその家族を手助けする認知症サ
ポーターを養成しています。 

○ 認知症予防の取組として、認知症予
防運動プログラムを作成し、研修によ
り県内市町村への普及を図っていま
す。 

○ 早期診断・早期対応を軸とした、認知
症の容態に応じた切れ目のない適時・
適切な医療･介護が提供されるよう、医
師・歯科医師・薬剤師・看護職員及び介
護職員、認知症地域支援推進員等への
研修を実施しています。 

○ 市町村の認知症地域支援体制及び認
知症ケアに関する先進事例や好事例を
収集し、県内市町村への普及、また、研
修会の実施により認知症施策の全体的
な水準の向上を図っています。 

○ 若年性認知症の人やその家族等から
の相談に応じ、医療・福祉・就労等の総
合的な支援をするため、「愛知県若年性
認知症総合支援センター」を設置して
います。 

３ 高齢者虐待防止 
○ 市町村等が「高齢者の虐待防止、高齢
者の養護者に対する支援等に関する法
律（高齢者虐待防止法）」に基づき、虐
待を受けたあるいは受ける恐れのある
高齢者及び養護者へ適切な対応が行え
るよう市町村等の職員を対象に研修会

た地域のよい環境で自分ら
しく暮らし続けることがで
きるよう、認知症高齢者等
にやさしい地域づくりを進
める必要があります。 

○ 地域や職域での認知症サ
ポーターの養成と活動を推
進し、認知症になっても安
心して暮らせる地域づくり
を進める必要があります。

○ 認知症の予防、早期発見・
早期対応及び認知症高齢者
に適したサービスの質の向
上、人材の養成等医療と介
護が一体となった支援体制
を構築していく必要があり
ます。

○ 認知症になっても住み慣
れた地域で生活を継続する
ために、市町村において医
療と介護の連携強化や地域
における支援体制の構築を
図ることが必要です。 

○ 若年性認知症の人は、就
労や生活費等の経済的問題
が大きいこと等から、居場
所づくり、就労・社会参加支
援等、様々な分野にわたる
支援を総合的に講じていく
必要があります。 

○ 高齢者虐待の予防と早期
対応を地域全体で取組み、
高齢者が尊厳を持ち日々暮
らせる地域となることが求
められています。
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導、助言、及び改善計画書等への対応
を適切に行えるよう市町村等の職員を
対象に研修会を実施しています。 

４ 生活支援サービスの提供体制の整備 
○ 高齢者のひとり暮らしや夫婦のみの
世帯が増加しています。また、家族や
地域のつながりの希薄化による高齢者
の孤立化や、買い物等日常生活に不便
や不安を感じる高齢者の生活支援が課
題となっています。 

○ 高齢者が住み慣れた地域で安心して
暮らせるようにするためには、平常時
からの安否確認や緊急時の対応、日常
生活における支援ニーズの把握など、
地域における見守りや生活支援の体制
整備が必要です。 

○ 令和元（2019）年 6 月現在の生活支
援体制整備状況としては、生活支援コ
ーディネーター(第１層)を 54 市町村
で配置、協議体(第１層)を 50 市町村で
設置しています。 

５ 高齢化の進展に伴う疾病等 
○ 高齢化の進展に伴い、ロコモティブ
シンドローム（運動器症候群）、フレイ
ル（高齢者の虚弱）、肺炎、大腿骨頸部
骨折等の増加が予想されます。 

○ 平成28(2016)年度愛知県生活習慣関
連調査によると運動習慣者（１回 30分
以上かつ週２回以上の運動を１以上実
施している者）の割合は、全体で男女
とも約３割ですが、年第別にみると、
若い年代ほど低い状況です。 

○ 平成28(2016)年度愛知県生活習慣関
連調査によるとロコモティブシンドロ
ームを認知している者の割合は全体で
は 35.5％ですが、20 歳代・30 歳代は 2
割程度、60 歳代・70歳代は 4割程度と
なっています。 

○ 市町村における生活支援
体制整備推進のために、普
及啓発、市町村の実情に応
じた取組支援を行う必要が
あります。

○ 疾病予防・介護予防等を
中心に、医療・介護が連携
した対応をしていくこと
が必要です。 

〇 寝たきり高齢者の口腔
機能の低下予防のために、
口腔ケア・口腔管理体制の
整備が必要です。 

○ 運動不足に伴う運動器の
障害は、特に高齢期におい
て自立度を低下させ、介護
が必要となる危険性を高め
ます。運動器の健康維持の
重要性の理解を図り、若い
頃から運動の実施等に努
め、高齢期になっても運動

を実施しています。 

４ 生活支援サービスの提供体制の整備 
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○ 高齢化の進展に伴い、ロコモティブ
シンドローム（運動器症候群）、フレイ
ル（高齢者の虚弱）、肺炎、大腿骨頸部
骨折等の増加が予想されます。 

○ 平成 28(2016)年度愛知県生活習慣関
連調査によると運動習慣者（１回 30分
以上かつ週２回以上の運動を１以上実
施している者）の割合は、全体で男女と
も約３割ですが、年第別にみると、若い
年代ほど低い状況です。 

○ 平成 28(2016)年度愛知県生活習慣関
連調査によるとロコモティブシンドロ
ームを認知している者の割合は全体で
は 35.5％ですが、20 歳代・30歳代は 2
割程度、60 歳代・70歳代は 4割程度と
なっています。 

○ 市町村における生活支援
体制整備推進のために、普
及啓発、市町村の実情に応
じた取組支援を行う必要が
あります。

○ 疾病予防・介護予防等を
中心に、医療・介護が連携
した対応をしていくこと
が必要です。 

〇 寝たきり高齢者の口腔
機能の低下予防のために、
口腔ケア・口腔管理体制の
整備が必要です。 

○ 運動不足に伴う運動器の
障害は、特に高齢期におい
て自立度を低下させ、介護
が必要となる危険性を高め
ます。運動器の健康維持の
重要性の理解を図り、若い
頃から運動の実施等に努
め、高齢期になっても運動
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 ○ 平成26(2014)年度に DPC調査対象病
院に入院した 65 歳以上の肺炎患者の
うち、誤嚥性肺炎の患者割合は 38.3％
となっています。（表 10－2－5） 

○ DPC 導入の影響評価に係る調査（平
成 26(2014)年度）によると、65 歳以上
の大腿骨頸部骨折患者について、患者
の多くが他の医療圏へ流出している医
療圏があります。（表 10－2－6） 

器の健康が保たれ、気軽に
外出や社会参加が可能とな
るよう取組を進めていくこ
とが重要です。 

○ 後期高齢期にはフレイル
が顕著に進行するため、生
活習慣病等の重症化予防や
低栄養、運動機能・認知機能
の低下などフレイルの進行
を予防する取組が重要で
す。高齢者の特性に応じた
健康状態や生活機能への適
切な介入支援が必要です。

○ 口腔機能の低下や誤嚥性
肺炎の予防のために、口腔
管理体制を整備する必要が
あります 

○ 高齢者の肺炎や大腿骨頸
部骨折など回復期につなげ
ることの多い疾患について
は、医療圏内で対応するこ
とが望ましく、回復期の医
療機能の充実が必要です。

 ○ 平成 26(2014)年度に DPC調査対象病
院に入院した 65 歳以上の肺炎患者の
うち、誤嚥性肺炎の患者割合は 38.3％
となっています。（表 10－2－5） 

○ DPC 導入の影響評価に係る調査（平
成 26(2014)年度）によると、65 歳以上
の大腿骨頸部骨折患者について、患者
の多くが他の医療圏へ流出している医
療圏があります。（表 10－2－6） 

器の健康が保たれ、気軽に
外出や社会参加が可能とな
るよう取組を進めていくこ
とが重要です。 

○ 後期高齢期にはフレイル
が顕著に進行するため、生
活習慣病等の重症化予防や
低栄養、運動機能・認知機能
の低下などフレイルの進行
を予防する取組が重要で
す。高齢者の特性に応じた
健康状態や生活機能への適
切な介入支援が必要です。

○ 口腔機能の低下や誤嚥性
肺炎の予防のために、口腔
管理体制を整備する必要が
あります 

○ 高齢者の肺炎や大腿骨頸
部骨折など回復期につなげ
ることの多い疾患について
は、医療圏内で対応するこ
とが望ましく、回復期の医
療機能の充実が必要です。

【今後の方策】 
○ 高齢者が住み慣れた地域で、健康で生きがいを持ち安心して暮らせ
る社会の実現を図るため、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービ
スが連携した「地域包括ケアシステム」の構築を図るよう、愛知県高齢
者健康福祉計画の着実な推進を図ります。

○ 「高齢化の進展」や「病床の機能の分化と連携の推進」により増加し
ていく、在宅医療や介護サービスの需要については、市町村等と連携
し適切に対応していきます。

○ 「地域包括ケアシステム」の構築にむけた市町村の取組推進への支援
を行います。

○ 不足が見込まれる回復期の医療機能が充足できるよう、病床の転
換等を支援します。

○ 認知症施策においては、「認知症に理解の深いまちづくり」の実現をめ
ざす「あいちオレンジタウン構想」の着実な推進を図ります。

【今後の方策】 
○ 高齢者が住み慣れた地域で、健康で生きがいを持ち安心して暮らせ
る社会の実現を図るため、医療、介護、予防、住まい、生活支援サービ
スが連携した「地域包括ケアシステム」の構築を図るよう、愛知県高齢
者健康福祉計画の着実な推進を図ります。

○ 「高齢化の進展」や「病床の機能の分化と連携の推進」により増加し
ていく、在宅医療や介護サービスの需要については、市町村等と連携
し適切に対応していきます。

○ 「地域包括ケアシステム」の構築にむけた市町村の取組推進への支援
を行います。

○ 不足が見込まれる回復期の医療機能が充足できるよう、病床の転
換等を支援します。

○ 認知症対策においては、「認知症に理解の深いまちづくり」の実現をめ
ざす「あいちオレンジタウン構想」の着実な推進を図ります。
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第３節 薬局の機能強化と推進対策 
１ 薬局の機能推進対策 
 【現状と課題】                  

第３節 薬局の機能強化と推進対策 
１ 薬局の機能推進対策 
 【現状と課題】         

 現  状 

○ 服薬情報の一元的・継続的な把握とそ
れに基づく薬学的管理・指導を行う患者
本位のかかかりつけ薬剤師・薬局の役割を
十分に発揮することが求められています。

○ かかりつけ薬剤師・薬局の役割やその
メリットへの県民の認識が高くありませ
ん。 

○ 入院から外来、施設から在宅への流れ
の中、認知症患者や医療密度の高い患者
にとって、在宅での薬学的管理の需要が
高まっています。 

○ 地域包括ケアの一環として夜間・休日
を含め、電話相談や調剤等の必要な対応
（24時間対応）を行う体制が求められて
います。 

○ 地域包括ケアの一翼を担うために、多
職種・多機関との連携体制が求められて
います。 

 課  題 

○ 立地に依存した便利さだ
けで患者に選択される薬局
ではなく、患者・住民のニー
ズに対応できるかかりつけ
薬剤師・薬局としての機能
を発揮する必要がありま
す。

○ かかりつけ薬剤師・薬局
の役割や機能を理解し、か
かりつけ薬剤師・薬局を選
ぶ意義について、県民への
普及啓発が必要です。

○ 薬剤師は在宅医療の現場
など薬局外での活動や地域
包括ケアにおける一員とし
ての役割を務める必要があ
ります。

○ 薬剤師が一人、または少
数の薬局も多く、薬局単独
での十分な対応が困難な場
合があります。

○ 薬剤師・薬局が調剤業務
のみに偏るのではなく、地
域包括ケアの一翼として地
域の会議等に積極的に参加
し、他機関との連携体制を

 現  状 

○ 服薬情報の一元的・継続的な把握とそ
れに基づく薬学的管理・指導を行う患者
本位のかかかりつけ薬剤師・薬局の役割を
十分に発揮することが求められています。

○ かかりつけ薬剤師・薬局の役割やその
メリットへの県民の認識が高くありませ
ん。 

○ 入院から外来、施設から在宅への流れ
の中、認知症患者や医療密度の高い患者
にとって、在宅での薬学的管理の需要が
高まっています。 

○ 地域包括ケアの一環として夜間・休日
を含め、電話相談や調剤等の必要な対応
（24時間対応）を行う体制が求められて
います。 

○ 地域包括ケアの一翼を担うために、多
職種・多機関との連携体制が求められて
います。 

 課  題 

○ 立地に依存した便利さだ
けで患者に選択される薬局
ではなく、患者・住民のニー
ズに対応できるかかりつけ
薬剤師・薬局としての機能
を発揮する必要がありま
す。

○ かかりつけ薬剤師・薬局
の役割や機能を理解し、か
かりつけ薬剤師・薬局を選
ぶ意義について、県民への
普及啓発が必要です。

○ 薬剤師は在宅医療の現場
など薬局外での活動や地域
包括ケアにおける一員とし
ての役割を務める必要があ
ります。

○ 薬剤師が一人、または少
数の薬局も多く、薬局単独
での十分な対応が困難な場
合があります。

○ 薬剤師・薬局が調剤業務
のみに偏るのではなく、地
域包括ケアの一翼として地
域の会議等に積極的に参加
し、他機関との連携体制を

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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○ 患者等のニーズに応じて充実・強化す
べき２つの機能として、健康サポート機
能と高度薬学管理機能が求められていま
す。 

○ 患者の服薬情報を一元的に管理するお
薬手帳の更なる普及が求められます。な
お、紙媒体のお薬手帳よりも携帯性が高
いことから薬局に持参しやすく、かつ長
期にわたる服用歴や他の健康に関する情
報を管理可能な電子版お薬手帳を普及す
ることが望まれます。

構築する必要があります。
○ 患者やかかりつけ医を始
めとした多職種との積極的
なやり取りを通じて地域で
活躍するかかりつけ薬剤師
の育成が必要です。

○ 健康サポート機能や高度
薬学管理機能を持つ薬局を
増やす必要があります。

○ 患者の希望に応じて、電
子版お薬手帳に対応できる
体制を構築する必要があり
ます。

○ 患者等のニーズに応じて充実・強化す
べき２つの機能として、健康サポート機
能と高度薬学管理機能が求められていま
す。 

○ 患者の服薬情報を一元的に管理するお
薬手帳の更なる普及が求められます。な
お、紙媒体のお薬手帳よりも携帯性が高
いことから薬局に持参しやすく、かつ長
期にわたる服用歴や他の健康に関する情
報を管理可能な電子版お薬手帳を普及す
ることが望まれます。

構築する必要があります。
○ 患者やかかりつけ医を始
めとした多職種との積極的
なやり取りを通じて地域で
活躍するかかりつけ薬剤師
の育成が必要です。

○ 健康サポート機能や高度
薬学管理機能を持つ薬局を
増やす必要があります。

○ 患者の希望に応じて、電
子版お薬手帳に対応できる
体制を構築する必要があり
ます。

【今後の方策】 
○ 患者・住民のニーズに対応できるかかりつけ薬剤師・薬局の取組を
後押ししていきます。 

○ かかりつけ薬局の意義である薬局の基本的な機能や服薬情報を一元
管理することの重要性等について県民へ普及、定着を図ります。 

○ 薬剤師が在宅業務の知識を習得し経験を得るための講習会や研修会
を開催していきます。 

○ 夜間・休日等の対応のため、近隣の薬局間における連携や、地区また
は広域の薬剤師会による輪番制を推進し、その情報を地域住民に発信
します。 

○ 地域包括ケアシステムの中で薬局・薬剤師が地域のチーム医療の一
員として患者の薬物療法に薬学的知見を活かし、副作用の早期発見や
重複投薬の防止等の行き届いた薬学的管理を担えることを県民に周知
していきます。 

○ 地域の薬剤師会や医療・介護関係団体等と連携し、薬局と医療・介護
関係団体等との連携をサポートしていきます。 

○ 薬剤師を対象とした患者・住民とのコミュニケーション能力の向上
に資する研修や医療機関等との連携強化につながる多職種と共同で実

【今後の方策】 
○ 患者・住民のニーズに対応できるかかりつけ薬剤師・薬局の取組を後
押ししていきます。 

○ かかりつけ薬局の意義である薬局の基本的な機能や服薬情報を一元
管理することの重要性等について県民へ普及、定着を図ります。 

○ 薬剤師が在宅業務の知識を習得し経験を得るための講習会や研修会
を開催していきます。 

○ 夜間・休日等の対応のため、近隣の薬局間における連携や、地区また
は広域の薬剤師会による輪番制を推進し、その情報を地域住民に発信
します。 

○ 地域包括ケアシステムの中で薬局・薬剤師が地域のチーム医療の一
員として患者の薬物療法に薬学的知見を活かし、副作用の早期発見や
重複投薬の防止等の行き届いた薬学的管理を担えることを県民に周知
していきます。 

○ 地域の薬剤師会や医療・介護関係団体等と連携し、薬局と医療・介護
関係団体等との連携をサポートしていきます。 

○ 薬剤師を対象とした患者・住民とのコミュニケーション能力の向上
に資する研修や医療機関等との連携強化につながる多職種と共同で実
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施する研修等を薬剤師会や医療・介護関係団体等と連携して開催して
いきます。 

○ 地域住民による主体的な健康の維持・増進を支援する健康サポート
薬局を広く県民に周知するとともに、薬局の積極的な取組を後押しし
ていきます。 

○ 服薬情報の一元的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導
のために、電子版お薬手帳を含めお薬手帳の活用を今後も継続的に呼
びかけていきます。 

○ 県薬剤師会と連携し、必要に応じて電子版お薬手帳を利用できる薬
局の拡大を図っていきます。 

施する研修等を薬剤師会や医療・介護関係団体等と連携して開催して
いきます。 

○ 地域住民による主体的な健康の維持・増進を支援する健康サポート
薬局を広く県民に周知するとともに、薬局の積極的な取組を後押しし
ていきます。 

○ 服薬情報の一元的・継続的な把握とそれに基づく薬学的管理・指導の
ために、電子版お薬手帳を含めお薬手帳の活用を今後も継続的に呼び
かけていきます。 

○ 県薬剤師会と連携し、必要に応じて電子版お薬手帳を利用できる薬局
の拡大を図っていきます。
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

２ 医薬分業の推進対策 
 【現状と課題】                  

２ 医薬分業の推進対策 
 【現状と課題】         

 現  状 
○ 本県における医薬分業率は、普及の開
始が比較的遅かったこともあり、全国平
均に比べると低い値となっていますが、
年々順調に進展しています。（表10-3-1）

○ 平成31(2019)年3月現在、医療圏ごとの
医薬分業率は、海部及び尾張西部の
73.2％から東三河北部の58.9％まで格差
があります。（表10-3-2） 

○ 医薬分業のメリットが十分理解されて
いない面があります。 

〇 厚生労働省が示した「患者のための薬
局ビジョン」において、今後は、医薬分業
の量から質への転換を見据えることが求
められています。 

○ 薬局において患者が選択する医薬品の
幅が広がっていますが、ジェネリック
（後発）医薬品についてその特徴やメ
リットの理解はまだ十分とは言えませ
ん。 

 課  題  
○ 院外処方せんの発行及び
受入れについては、医療機
関と薬局との相互理解のも
とに、各地区の実情に応じ
た体制整備が不可欠です。

○ 医薬分業のメリットにつ
いて、広く県民の理解を求
める必要があります。

〇 処方せん受取率（医薬分
業率）という指標のみなら
ず、かかりつけ薬剤師・薬局
の普及を目指した新たな指
標を設定して、医薬分業の
政策評価を実施していく必
要があります。

○ ジェネリック（後発）医
薬品の特徴やメリットを広
く周知し、県民の理解を求
める必要があります。

 現  状 
○ 本県における医薬分業率は、普及の開
始が比較的遅かったこともあり、全国平
均に比べると低い値となっていますが、
年々順調に進展しています。（表10-3-1）

○ 平成29(2017)年3月現在、医療圏ごとの
医薬分業率は、海部の74.5％から東三河
北部の40.9％まで格差があります。（表
10-3-2） 

○ 医薬分業のメリットが十分理解されて
いない面があります。 

〇 厚生労働省が示した「患者のための薬
局ビジョン」において、今後は、医薬分業
の量から質への転換を見据えることが求
められています。 

○ 薬局において患者が選択する医薬品
の幅が広がっていますが、ジェネリッ
ク（後発）医薬品についてその特徴やメ
リットの理解はまだ十分とは言えませ
ん。 

 課  題  
○ 院外処方せんの発行及び
受入れについては、医療機
関と薬局との相互理解のも
とに、各地区の実情に応じ
た体制整備が不可欠です。

○ 医薬分業のメリットにつ
いて、広く県民の理解を求
める必要があります。

〇 処方せん受取率（医薬分
業率）という指標のみなら
ず、かかりつけ薬剤師・薬局
の普及を目指した新たな指
標を設定して、医薬分業の
政策評価を実施していく必
要があります。

○ ジェネリック（後発）医
薬品の特徴やメリットを広く
周知し、県民の理解を求める
必要があります。

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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【今後の方策】 

○ 平成 27(2015)年４月 1 日付けで一部改正した「愛知県医薬分業推進基

本方針」に従い、本県の医薬分業率が全国平均を上回ることを目標とし

て２次医療圏ごとに医薬分業を推進します。 

○ 県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会等関係機関と相互に連携し、服

薬情報の一元的・継続的な把握とそれに基づく患者ごとに最適な薬学

的管理・指導が行われる患者本位の医薬分業を推進します。 

○ 医薬分業をはじめ公衆衛生・地域医療の拠点となる「かかりつけ薬剤

師・薬局」を育成し、県民への普及、定着を図ります。 

○ 後発医薬品の適正使用及び理解向上を図っていきます。 

【今後の方策】 

○ 平成 27(2015)年４月 1 日付けで一部改正した「愛知県医薬分業推進基

本方針」に従い、本県の医薬分業率が全国平均を上回ることを目標とし

て２次医療圏ごとに医薬分業を推進します。 

○ 県医師会、県歯科医師会、県薬剤師会等関係機関と相互に連携し、服

薬情報の一元的・継続的な把握とそれに基づく患者ごとに最適な薬学

的管理・指導が行われる患者本位の医薬分業を推進します。 

○ 医薬分業をはじめ公衆衛生・地域医療の拠点となる「かかりつけ薬剤

師・薬局」を育成し、県民への普及、定着を図ります。 

○ 後発医薬品の適正使用及び理解向上を図っていきます。
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第４節 保健医療情報システム 
 【現状と課題】                  

第４節 保健医療情報システム 
 【現状と課題】       

 現  状 
○ 広域災害・救急医療情報システム

愛知県医師会館７階に救急医療情報セ
ンターを設置（運営を愛知県医師会に委
託）し、24時間体制で県民等からの電話
照会に対して、救急対応医療機関の紹介
を行っています。 
また、平成 16(2004)年６月からは、イ

ンタ－ネット方式による新たなシステム
を導入するとともに、現在、５か国語(英
語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、
韓国語)による音声ＦＡＸ自動案内を開
始しています。 
（http//www.qq.pref.aichi.jp） 
さらに、平成21(2009)年４月末からは、

救急隊が医療機関へ搬送した情報や問い
合わせしたものの受入不能であった情報
を、当該救急隊が携帯電話を使って入力
することにより、受入医療機関に関する
情報を共有する救急搬送情報共有システ
ム（愛称ＥＴＩＳ）を全国で初めて運用
開始しています。 
加えて、令和元（2019）年 12 月からは、

県民が現在受診可能な医療機関を検索で
きるＷｅｂサイト「あいち救急医療ガイ
ド」に外国語表示機能を追加し、４か国
語（英語、中国語（繁体語・簡体語）、韓
国語、ポルトガル語）による案内を開始
しています。 

○ 周産期医療情報システム
インターネットを利用して、総合及び

地域周産期母子医療センターや地域の周
産期医療施設等をネットワーク化したシ

 課  題  現  状 
○ 広域災害・救急医療情報システム

愛知県医師会館７階に救急医療情報セ
ンターを設置（運営を愛知県医師会に委
託）し、24時間体制で県民等からの電話
照会に対して、救急対応医療機関の紹介
を行っています。 
また、平成 16(2004)年６月からは、イ

ンタ－ネット方式による新たなシステム
を導入するとともに、現在、５か国語(英
語、中国語、スペイン語、ポルトガル語、
韓国語)による音声ＦＡＸ自動案内を開
始しています。 
（http//www.qq.pref.aichi.jp） 
さらに、平成21(2009)年４月末からは、

救急隊が医療機関へ搬送した情報や問い
合わせしたものの受入不能であった情報
を、当該救急隊が携帯電話を使って入力
することにより、受入医療機関に関する
情報を共有する救急搬送情報共有システ
ム（愛称ＥＴＩＳ）を全国で初めて運用開
始しています。 

○ 周産期医療情報システム
 妊産婦及び新生児の迅速な搬送を実現
するため、携帯端末を利用して、周産期母
子医療センターと地域の周産期医療施設

 課  題 

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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ステムを運用しています。 

 （削除） 

○ 8020 支援情報システム
愛知県歯科医師会では、ホームページ

に医療機能情報公表システムと連動させ
た「安心・安全なあなたの町の歯医者さ
ん」を掲載し、県民に歯科医療情報を提
供しています。 
また、会員向けに病診連携に活用する

ための情報が提供できるようイントラネ
ットを稼働させています。 

○ 薬事情報システム
愛知県薬剤師会では、薬事情報センタ

ーを設け、医薬品等に関するデータの収
集管理を行い、医療関係者を始め広く県
民に情報提供を行っています。 

○ 感染症発生動向調査システム
結核や感染症の発生状況を調査し、厚

生労働省にオンラインにより報告すると
ともに、集計分析結果を県民に対し情報
提供しています。 

○ 医療機能情報公表システム
県内の病院、診療所、助産所及び薬局

の医療機能情報について、医療機関等か
ら県が報告を受け、情報を取りまとめた
上で、インターネット等で分かりやすい
形で公表しています。 

○ 医療機関に対して県への
報告を求めていくことによ
って、医療機能情報の更新
等を適切に行い、情報の精
度を高めていく必要があり
ます。

の間で、搬送の受入調整を行うネットワ
ークを構築しています。 

○ へき地医療支援システム（Ｗｅｂ会議
システム）
へき地診療所の機能を強化するため、

へき地医療拠点病院とへき地診療所との
間に伝送装置を設置し、へき地医療拠点
病院がへき地診療所の診療活動等を援助
しています。 

○ 8020 支援情報システム
愛知県歯科医師会では、ホームページ

に「あなたの町の歯医者さん」を掲載し、
県民に対して歯科医院の情報を提供して
います。 
また、会員向けに病診連携に活用する

ための情報が提供できるようイントラネ
ットを稼働させています。 

○ 薬事情報システム
愛知県薬剤師会では、薬事情報センタ

ーを設け、薬事に関するデータの収集管
理を行い、医療関係者を始め広く県民に
情報提供を行っています。 

○ 感染症発生動向調査システム
結核や感染症の発生状況を調査し、厚

生労働省にオンラインにより報告すると
ともに、集計分析結果を県民に対し情報
提供しています。 

○ 医療機能情報公表システム
県内の病院、診療所、助産所及び薬局の医
療機能情報について、医療機関等から
県が報告を受け、情報を取りまとめた
上で、インターネット等で分かりやす
い形で公表しています。 

○ 医療機関に対して県への
報告を求めていくことによっ
て、医療機能情報の更新等を
適切に行い、情報の精度を高
めていく必要があります。

【今後の方策】 
○ 県及び各団体において整備している各種保健医療情報システムの精
度を高め、県民が利用しやすいシステムとなるよう充実・強化を図りま
す。 

【今後の方策】 
○ 県及び各団体において整備している各種保健医療情報システムの精
度を高め、県民が利用しやすいシステムとなるよう充実・強化を図りま
す。 

2
9
2



愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第５節 医療安全対策 
 【現状と課題】                  

第５節 医療安全対策 
 【現状と課題】       

 現  状  
１ 立入検査による指導
○ 医療法の改正により、平成 19(2007)
年４月から、全ての医療機関に医療安
全のための体制の確保が義務付けられ
ました。具体的な措置として、院内感
染対策、医薬品の安全管理、医療機器
の安全管理があげられています。 

○ 医療安全に対する県民の関心の高ま
りを受け、本県では平成 13(2001)年９
月から医師、事務職等が主体であった
医療監視員に薬剤師、保健師、栄養士
等の職種を加え、医療安全管理チェッ
クリストを用いてより具体的な指導に
努めてきました。 

  チェックリストについては、医療事
故の防止のための体制や運用状況につ
いて、事前に医療機関がチェックした
ものを立入検査時に確認し、必要に応
じて指導しています。 

  なお、医療安全の項目は、毎年度見
直しを行い、医療機関の医療安全対策
の充実を図っています。 

２ 愛知県医療安全支援センター
○ 医療法に都道府県及び保健所設置市
は医療安全支援センターを設置するよ
う努めることが明記され、平成
19(2007)年４月から施行されていま
す。 

○ 本県では、平成 15(2003)年７月１日
に愛知県医療安全支援センターを開設
し、医療に関する苦情や相談に対応し

 課  題 

○ 全ての医療機関に対する
立入検査の実施に合わせ、
今後は医療監視員に対する
研修等の充実により検査体
制の強化を図る必要があり
ます。

○ 今後も施設基準、人員配
置基準等の検査とともに、
チェックリストの改善を図
りながら医療安全につなが
る指導の充実を図る必要が
あります。

○ 収集された相談事例を安
全対策に活用するために
は、情報を分析し、医療機関

 現  状  
１ 立入検査による指導
○ 医療法の改正により、平成 19(2007)
年４月から、全ての医療機関に医療安
全のための体制の確保が義務付けられ
ました。具体的な措置として、院内感染
対策、医薬品の安全管理、医療機器の安
全管理があげられています。 

○ 医療安全に対する県民の関心の高ま
りを受け、本県では平成 13(2001)年９
月から医師、事務職等が主体であった
医療監視員に薬剤師、保健師、栄養士等
の職種を加え、医療安全管理チェック
リストを用いてより具体的な指導に努
めてきました。 

  チェックリストについては、医療事
故の防止のための体制や運用状況につ
いて、事前に医療機関がチェックした
ものを立入検査時に確認し、必要に応
じて指導しています。 

  なお、医療安全の項目は、毎年度見直
しを行い、医療機関の医療安全対策の
充実を図っています。 

２ 愛知県医療安全支援センター
○ 医療法に都道府県及び保健所設置市
は医療安全支援センターを設置するよ
う努めることが明記され、平成
19(2007)年４月から施行されていま
す。 

○ 本県では、平成 15(2003)年７月１日
に愛知県医療安全支援センターを開設
し、医療に関する苦情や相談に対応し

 課  題 

○ 全ての医療機関に対する
立入検査の実施に合わせ、
今後は医療監視員に対する
研修等の充実により検査体
制の強化を図る必要があり
ます。

○ 今後も施設基準、人員配
置基準等の検査とともに、
チェックリストの改善を図
りながら医療安全につなが
る指導の充実を図る必要が
あります。

○ 収集された相談事例を安
全対策に活用するために
は、情報を分析し、医療機関

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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ています。同センターには、事務職１
名及び看護師２名を配置し、第三者的
な立場で患者等相談者からの相談に迅
速に対応する等、医療の安全と県民の
医療に対する信頼を高めるための施策
を実施しており、ホームページやパン
フレットを用いて、周知に努めていま
す。令和元(2019)年度は 1,310 件、１
日平均 5.5 件の相談を受理していま
す。 

○ 保健所設置市のうち、平成 16(2004)
年６月１日から名古屋市医療安全相談
窓口が設置されています。 

○ 平成 22(2010)年度、豊橋市、岡崎市、
豊田市の保健所設置市に新たに設置と
なり、全ての保健所設置市に医療安全
支援センターが設置されました。 

○ 国は２次医療圏ごとに医療安全支援
センターを設置するように求めてお
り、本県では保健所の相談体制の中で
対応しています。 

○ 専門的な相談について、愛知県医師
会（平成 18(2006)年度より事業委託）、
愛知県歯科医師会（平成 20(2008)年度
より事業委託）、愛知県弁護士会・医療
事故相談センターなどの機関と連携し
ています。 

○ 県内の病院の97.5％が院内に苦情相
談の受付窓口を定めており、これらの
窓口とも連携を図っています。 

３ 医療安全推進協議会
○ 愛知県医療安全支援センターの開設
と同時に、「愛知県医療安全推進協議
会」を設置しました。 
県内における適切で安全な医療の提

供を目的に、委員は医療関係者を始め
弁護士、消費者団体の代表及び有識者
から構成され、同センターの運営、医

に提供することが有用であ
り、県と医療機関の間の伝
達手段としてメーリングリ
ストなどでネットワーク化
を図ることが必要です。

○ 当センターでは対応でき
ない法的な事項や医療内容
等に関わる専門的な相談に
ついては、他の機関との一
層の連携・協力が必要です。

○ ほぼすべての病院におい
て相談窓口が設置されてい
ますが、今後は専任職員の
配置など充実策をさらに推
進していくことが必要で
す。

ています。同センターには、事務職１
名、薬剤師１名及び看護師１名を配置
し、第三者的な立場で患者等相談者か
らの相談に迅速に対応する等、医療の
安全と県民の医療に対する信頼を高め
るための施策を実施しており、ホーム
ページやパンフレットを用いて、周知
に努めています。平成 28(2016)年度は
1,304 件、１日平均 5.9 件の相談を受
理しています。 

○ 保健所設置市のうち、平成 16(2004)
年６月１日から名古屋市医療安全相談
窓口が設置されています。 

○ 平成 22(2010)年度、豊橋市、岡崎市、
豊田市の保健所設置市に新たに設置と
なり、全ての保健所設置市に医療安全
支援センターが設置されました。 

○ 国は２次医療圏ごとに医療安全支援
センターを設置するように求めてお
り、本県では保健所の相談体制の中で
対応しています。 

○ 専門的な相談について、愛知県医師
会（平成 18(2006)年度より事業委託）、
愛知県歯科医師会（平成 20(2008)年度
より事業委託）、愛知県弁護士会・医療
事故相談センターなどの機関と連携し
ています。 

○ 県内の病院の99.4％が院内に苦情相
談の受付窓口を定めており、これらの
窓口とも連携を図っています。 

３ 医療安全推進協議会
○ 愛知県医療安全支援センターの開設
と同時に、「愛知県医療安全推進協議
会」を設置しました。 
県内における適切で安全な医療の提

供を目的に、委員は医療関係者を始め
弁護士、消費者団体の代表及び有識者
から構成され、同センターの運営、医療

に提供することが有用であ
り、県と医療機関の間の伝
達手段としてメーリングリ
ストなどでネットワーク化
を図ることが必要です。

○ 当センターでは対応でき
ない法的な事項や医療内容
等に関わる専門的な相談に
ついては、他の機関との一
層の連携・協力が必要です。

○ ほぼすべての病院におい
て相談窓口が設置されてい
ますが、今後は専任職員の
配置など充実策をさらに推
進していくことが必要で
す。
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療安全対策に関する検討を行っていま
す。 
他には名古屋市にも設置されていま

す。 
○ 医療機関において重大な医療事故が
発生した場合に、県への任意の報告を
求めています。 

４ 医療安全情報の提供
○ 医療法に基づく医療事故収集等によ
る医療安全情報を始め、関係通知を関
係団体を通じて医療機関に情報提供し
ています。

５ 院内感染対策
○ 感染症の専門家のいない中小規模の
病院等が、院内感染の防止策の立案や
初動対策を講じるにあたって、地域の
医療機関や大学の専門家などから助
言、技術支援を受けることのできるネ
ットワークを構築することにより、地
域全体での院内感染対策の向上を図る
ことを目的に、平成 20(2008)年９月１
日から院内感染ネットワーク事業を開
始しています。 

  地域の専門家で構成する委員会を定
期開催し、ネットワーク委員会の運営
や支援について検討を行っています。

  また、相談を受け助言したり、支援
を行った事例など、院内感染の情報に
ついてまとめた事例集を作成し、県内
医療機関に情報提供を行っています。

６ 高度な医療機器の配置状況 
○ 高度な医療機器の配置状況について

は、病床機能報告制度（令和元(2019)
年度）でみると、各医療圏により差が
あります。（表 5-1-1） 

○ 収集された事故報告を安
全対策に活用するための情
報の分析方法及び提供方法
を確立することが必要で
す。

○ 国の動きを踏まえなが
ら、関係団体と情報を共有
し、県民への啓発などを検
討することが必要です。

○ 高度な医療機器が不足す
る医療圏にあたっては、他の
医療圏との連携を推進してい
くことが必要です。

安全対策に関する検討を行っていま
す。 
他には名古屋市にも設置されていま

す。 
○ 医療機関において重大な医療事故が
発生した場合に、県への任意の報告を
求めています。 

４ 医療安全情報の提供
○ 医療法に基づく医療事故収集等によ
る医療安全情報を始め、関係通知を関
係団体を通じて医療機関に情報提供し
ています。

５ 院内感染対策
○ 感染症の専門家のいない中小規模の
病院等が、院内感染の防止策の立案や
初動対策を講じるにあたって、地域の
医療機関や大学の専門家などから助
言、技術支援を受けることのできるネ
ットワークを構築することにより、地
域全体での院内感染対策の向上を図る
ことを目的に、平成 20(2008)年９月１
日から院内感染ネットワーク事業を開
始しています。 

  地域の専門家で構成する委員会を定
期開催し、ネットワーク委員会の運営
や支援について検討を行っています。

  また、相談を受け助言したり、支援を
行った事例など、院内感染の情報につ
いてまとめた事例集を作成し、県内医
療機関に情報提供を行っています。 

６ 高度な医療機器の配置状況 
○ 高度な医療機器の配置状況について
は、病床機能報告制度（平成 28(2016)
年度）でみると、マルチスライス CT は
全ての医療圏にありますが、その他の
医療機器は医療圏により差がありま

○ 収集された事故報告を安
全対策に活用するための情
報の分析方法及び提供方法
を確立することが必要で
す。

○ 国の動きを踏まえなが
ら、関係団体と情報を共有
し、県民への啓発などを検
討することが必要です。

○ 高度な医療機器が不足す
る医療圏にあたっては、他
の医療圏との連携を推進し
ていくことが必要です。
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す。（表 5-1-1） 

【今後の方策】 
 ○ 医療安全管理チェックリストによる立入検査を行い、医療機関が安

全・安心な医療を提供できるよう指導していきます。
○ 県と医療機関の連携、有益な医療安全対策の情報を提供するため、医
療機関のメーリングリストを構築し、ネットワーク化を図っていきま
す。

○ 相談事例及び事故事例を集積して分析し、参加登録した医療機関の
メーリングリストを活用して提供していきます。また、問題点について
は保健所が行う医療機関への立入検査の際に伝達、指導を行います。

○ 専門的な内容に対応するため、関係機関との一層の連携を進めます。
○ 医療事故等の不適切な事例について、医療機関における改善状況等
の確認と指導を行い、再発防止に努めます。

【今後の方策】 
 ○ 医療安全管理チェックリストによる立入検査を行い、医療機関が安

全・安心な医療を提供できるよう指導していきます。
○ 県と医療機関の連携、有益な医療安全対策の情報を提供するため、医
療機関のメーリングリストを構築し、ネットワーク化を図っていきま
す。

○ 相談事例及び事故事例を集積して分析し、参加登録した医療機関の
メーリングリストを活用して提供していきます。また、問題点について
は保健所が行う医療機関への立入検査の際に伝達、指導を行います。

○ 専門的な内容に対応するため、関係機関との一層の連携を進めます。
○ 医療事故等の不適切な事例について、医療機関における改善状況等
の確認と指導を行い、再発防止に努めます。
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第６節 血液確保対策 
 【現状と課題】                  

第６節 血液確保対策 
 【現状と課題】       

 現  状 
○ 「安全な血液製剤の安定供給の確保

等に関する法律」において、国・地方公
共団体・採血事業者の役割が明記され
ています。

○ 毎年度、国が定める「献血推進計画」
に基づき、愛知県献血推進協議会の意
見を踏まえて献血目標量及び献血推進
のための事業を設定しています。

○ 本県の輸血用血液製剤は県内の献血
で確保されていますが、少子高齢化が
進み、献血者数が減少しています。献
血目標量の達成及びより安全な血液製
剤の供給を図るため、400mL及び成分献
血の推進を図っています。（400mL及び
成分献血による血液は、少人数の献血
者の血液で輸血を行うことができるた
め患者さんにとって、副作用などを減
らすことができます。）（図10-6-①～
10-6-③） 

 課  題  

○ 少子化と若者の献血離れ
により献血者が減少してい
ますが、毎年度、国が定める
必要な血液の目標量を確保
していく必要があります。

 現  状 
○ 「安全な血液製剤の安定供給の確保

等に関する法律」において、国・地方公
共団体・採血事業者の役割が明記され
ています。

○ 毎年度、国が定める「献血推進計画」
に基づき、愛知県献血推進協議会の意
見を踏まえて献血目標量及び献血推進
のための事業を設定しています。

○ 本県の輸血用血液製剤は県内の献血
で確保されていますが、少子高齢化が
進み、献血者数が減少しています。献血
目標量の達成及びより安全な血液製剤
の供給を図るため、400mL及び成分献血
の推進を図っています。（400mL及び成
分献血による血液は、少人数の献血者
の血液で輸血を行うことができるため
患者さんにとって、副作用などを減ら
すことができます。）（図10-6-①～10-
6-③） 

 課  題  

○ 少子化と若者の献血離れ
により献血者が減少してい
ますが、毎年度、国が定める
必要な血液の目標量を確保
していく必要があります。

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています

2
9
7



【今後の方策】
○ 国から毎年度示される県の献血により確保すべき血液の目標量の確
保を図っていきます。

○ より安全な血液製剤の供給を図るため、400mL 及び成分献血の推進を
図っていきます。

○ 若年層の献血への理解を深めるための普及・啓発を一層推進してい
きます。

【今後の方策】 
○ 国から毎年度示される県の献血により確保すべき血液の目標量の確
保を図っていきます。

○ より安全な血液製剤の供給を図るため、400mL 及び成分献血の推進を
図っていきます。

 ○ 若年層の献血への理解を深めるための普及・啓発を一層推進してい
  きます。
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愛知県地域保健医療計画 中間見直し 新旧対照表 

新 旧 

第７節 健康危機管理対策 
 【現状と課題】                  

第７節 健康危機管理対策 
 【現状と課題】       

 現  状 
１ 健康危機管理体制の整備

○ 県保健医療局に健康危機管理調整会
議を設置し、定期的に開催することに
より、部内の円滑な調整を図っていま
す。

○ 関係機関と健康危機管理体制の整備
、連絡網の作成を行っています。

○ 広域的な連携体制を確保するため、
東海北陸ブロック健康危機管理連絡協
議会における相互支援に関する協定を
平成18(2006)年12月に締結しています
。

○ 健康危機管理手引書を作成し、関係
機関に配備しています。

○ 警察と衛生研究所が、相互に連携し
て検査を分担実施できる体制を整備し
ています。

○ 24時間、365日の対応に備え、休日、
夜間における連絡体制を整備していま
す。

２ 平時の対応
○ 各種規制法令に基づき通常の監視指
導を行っています。

○ 広範囲にわたる健康危機の発生が予
測される施設に対しては、広域機動班
による監視指導を行っています。

 発生が予測される健康危機について

 課  題 

○ 健康危機管理体制の整備
では、常に組織等の変更に
留意し、逐次見直し、有事に
機能できる体制の整備が必
要です。

○ 職員の研修・訓練を実施
することにより、手引書の
実効性を検討し、見直しを
図る必要があります。

○ 原因究明に関わる検査機
関（保健所、衛生研究所、科
学捜査研究所等）との連携
の充実を図る必要がありま
す。

○ 監視指導体制、連絡体制
について、常に実効性のあ
るものであることを確認す
る必要があります。

 現  状 
１ 健康危機管理体制の整備
○ 県健康福祉部に健康危機管理調整会
議を設置し、定期的に開催することに
より、部内の円滑な調整を図っていま
す。

○ 関係機関と健康危機管理体制の整備
、連絡網の作成を行っています。

○ 広域的な連携体制を確保するため、
東海北陸ブロック健康危機管理連絡協
議会における相互支援に関する協定を
平成18(2006)年12月に締結しています
。

○ 健康危機管理手引書を作成し、関係
機関に配備しています。

○ 警察と衛生研究所が、相互に連携し
て検査を分担実施できる体制を整備し
ています。

○ 24時間、365日の対応に備え、休日、
夜間における連絡体制を整備していま
す。

２ 平時の対応
○ 各種規制法令に基づき通常の監視指
導を行っています。

○ 広範囲にわたる健康危機の発生が予
測される施設に対しては、広域機動班
による監視指導を行っています。

 発生が予測される健康危機について

 課  題 

○ 健康危機管理体制の整備
では、常に組織等の変更に
留意し、逐次見直し、有事に
機能できる体制の整備が必
要です。

○ 職員の研修・訓練を実施
することにより、手引書の
実効性を検討し、見直しを
図る必要があります。

○ 原因究明に関わる検査機
関（保健所、衛生研究所、科
学捜査研究所等）との連携
の充実を図る必要がありま
す。

○ 監視指導体制、連絡体制
について、常に実効性のあ
るものであることを確認す
る必要があります。

※図・表の修正は煩雑になるためタイトルに下線・マーカーをしています
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は、個別の対応マニュアルを整備して
います。

○ 保健所職員に対する研修を定期的に
実施しています。

３ 有事の対応
○ 被害の状況を把握し、被害を受けた
方に対する医療提供体制の確保を図っ
ています。

○ 関係機関との連携のもとに、原因究
明体制を確保しています。

○ 健康危機発生状況及び予防措置等に
ついて県民へ速やかに広報できる体制
を整備しています。

○ 重大な健康被害が発生し、若しくは
発生のおそれがある場合は、対策本部
を設置します。

４ 事後の対応
○ 健康診断、心身の健康相談を実施し
ます。

○ 有事の対応状況を評価するための調査
研究を実施します。

○ 情報の一元化に努める必
要があります。

○ 複数の原因を想定した対
応ができる体制づくりが必
要です。

○ 調査研究体制の充実が必
要です。

は、個別の対応マニュアルを整備して
います。

○ 保健所職員に対する研修を定期的に
実施しています。

３ 有事の対応
○ 被害の状況を把握し、被害を受けた
方に対する医療提供体制の確保を図っ
ています。

○ 関係機関との連携のもとに、原因究
明体制を確保しています。

○ 健康危機発生状況及び予防措置等に
ついて県民へ速やかに広報できる体制
を整備しています。

○ 重大な健康被害が発生し、若しくは
発生のおそれがある場合は、対策本部
を設置します。

４ 事後の対応
○ 健康診断、心身の健康相談を実施し
ます。
○ 有事の対応状況を評価するための調
査研究を実施します。 

○ 情報の一元化に努める必
要があります。

○ 複数の原因を想定した対
応ができる体制づくりが必
要です。

○ 調査研究体制の充実が必
要です。

（今後の方策） 
○ 平時には健康危機管理調整会議を定期に開催し、保健医療局各課室が

情報を共有するとともに、有事の際には、速やかに開催し、県として適
切な対応を決定します。

○ 保健所や衛生研究所の機能強化を図るため、職員の研修や訓練を実施

するなど、人材育成に努めます。
○ 保健所の広域機動班の機能を強化し、平時における監視指導を更に
充実させます。

【【今後の方策】 
○ 平時には健康危機管理調整会議を定期に開催し、健康福祉部各課室が

情報を共有するとともに、有事の際には、速やかに開催し、県として適
切な対応を決定します。

○ 保健所や衛生研究所の機能強化を図るため、職員の研修や訓練を実施

するなど、人材育成に努めます。
○ 保健所の広域機動班の機能を強化し、平時における監視指導を更に
充実させます。
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